
「海技免状・操縦免許証等の弾力的な運用について」 

 

 
１．弾力措置の期間及び対象 

今般の地震により、長期的な影響が生じると思われることから、災害救助法が

適用される市町村に住所地を有する者及びその他やむを得ない事情がある者に

ついて、当分の間、弾力措置を講じます（２．(2)を除く）。 

 

２．弾力措置の内容 

（１）海技免許又は操縦免許の申請 

　　　　海技免許又は操縦免許の申請は、海技試験又は操縦試験に合格した日か

ら１年以内にしなければならないところ、１年を超えていても申請できる

ようにします。 

 

（２）海技免状又は操縦免許証の更新申請 

令和８年７月 28 日から令和８年 12 月 27 日までの間に、海技免状又は操縦

免許証（以下「海技免状等」という。）の有効期間（５年間）が満了する者

について、海技免状等の有効期間を令和８年 12 月 28 日まで延長します。 

ただし、今後、特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特

別措置に関する法律（平成８年法律第 85 号）第３条第２項に基づく告示に

より別途有効期間を定める場合は、当該告示によるところとします。 

令和８年７月 29 日以降、更新講習により海技免状等の更新を行おうとす

る者であって、令和８年４月 29 日以降に更新講習を修了したものについて

は、当該更新講習の修了を有効とし、本来の有効期間内に更新講習を修了で

きなかったものについては、更新講習の受講を認めるとともに本来の有効期

間満了日に更新講習を修了したものとみなします。 

　 

（３）海技免状又は操縦免許証の再交付申請 

①　失効再交付申請 

　　海技免状等の再交付において、令和８年４月 29 日以降に修了している

海技免状失効再交付講習又は操縦免許証失効再交付講習は有効なものとし

ます。 

 

②　滅失再交付申請 

　海技免状等を滅失してはいないが、自宅等に保管しており、取りに戻れ

ない者などについても、本人確認のうえ、滅失再交付として申請できるよ



うにします。なお、自宅等に保管している海技免状等は、後日返納をお願

いします。 

 

（４）海技試験の申請 

令和８年７月定期海技試験に受験申請した者のうち、震災の影響により受

験することができなかった試験（筆記若しくは口述、又はその両方）がある

旨の申し出を受けたときは、添付書類を含む申請書類一式を返却します。こ

の場合、返却された海技試験申請書を除く申請書類は、受験できなかった試

験の開始期日から起算して１年以内に行われる試験において、１回に限り有

効なものとして使用できるものとします。（例：手数料納付書、筆記試験科

目免除証明書等） 

 

（５）乗組み基準の特例許可の申請 

大型船舶を被災者の方々の入浴・宿泊等に供する場合、乗組み基準の特例

許可の申請手続きについて、電話等をいただければ、早急に許可を行います。 

 

なお、詳細は、各地方運輸局等にお問い合わせ下さい。また、従前同様、郵送

による対応も行います。 

その他、ご不明点等ございましたら、下記連絡先までご連絡下さい。 

 

 海事局海技課担当  井口、石丸、渡邉（内線 45-338、45-339、45-317） 

 　　　　　　　　代表 03-5253-8111 ／直通 03-5253-8655　FAX 03-5253-1646


